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【表紙】

【提出書類】 半期報告書

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 平成17年12月９日

【中間会計期間】 第43期中(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日)

【会社名】 東京エレクトロン株式会社



第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

  

第一部 【企業情報】

回次 第41期中 第42期中 第43期中 第41期 第42期

会計期間

自 平成15年
  ４月１日 
至 平成15年 
  ９月30日

自 平成16年

至 平成15年 

  ９月30s�

自 平成16年

至 平成15年 

  ９月30 平成16年

至 平成15��

自 平成15年  ４月１�* 





２ 【事業の内容】 









類別セグメントごとに示すと、次のとおりでありま
(注) １ 金額は販売価格によっております。 

業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであ
(注) １ セグメント間取引については、相殺消去しております。 



３ 【対処すべき課題】 

当グループは、最先端技術の提供と販売した装置に対する徹底した技術サポートを行うことによって、
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会社名 
事業所名

所在地
事業の種類別 
セグメントの 
名称

設備の内容

帳簿価額(百万円)
従業員数
(名)建物

及び構築物
機械装置
及び運搬具

合計

東京エレクトロ�
穂 坂 x > T 5 事業所名所在地事業純Zグメント







   
(注) １ 新株予約権の分割行使はできないものとします。(新株予約権１個を最低行使単位とします。) 

２ 当社は、当社と個別の対象者との間で締結する新株予約権割当契約において、年間(１月１日から12月31日ま

での期間をいいます。)における行使可能な新株予約権の個数の上限及び新株予約権の行使によって発行され

る株式の発行価額の合計額の上限(以下、新株予約権の個数の上限を「新株予約権行使の上限」といい、発行

される株式の発行価額の合計額の上限を「発行価額の上



   
(注) １ 新株予約釜ｩF�



 
(注) １ 新株予約権の分割行使はできないものとします。(新株予約権１個を最低行使単位とします。) 

２a対象者は、新株予約権の行使時において、当社、当社子会社又は当社関連会社の取締役、監査役、執行役員

又は従業員等の地位にあることを要します。 

３ 上記２にかかわらず、対象者が死亡した場合は、その死亡日が平成20年７月31日以前のときには平成20年８

月１日より１年以内、その死亡日が平成20年８月１日以降のときには対象者の死亡の日より１年以内(ただ

し、権利行使期間の末日までとします。)に限り、相続人は新株予約権を権利行使することができます。 

４ 上記２にかかわらず、当社は、新株予約権割当契約において、対象者が以下のいずれかの事由により当社、

当社子会社又は当社関連会社の取締役、監査役、執行役員又は従業員等の地位を喪失した場合(同時に又は連

続して複数の地位にある対象者については、すべての地位を喪失した場合。以下同じ。)には、その喪失日が

平成20年７月31日以前のときには平成20年８月１日より１年以内、その喪失日が平成20年８月１日以降のと

きには当該地位の喪失日より１年以内(ただし、権利行使期間の末日までとします。)に限り、対象者は権利

行使することができる旨定めることができます。 

  ア）当社、当社子会社又は当社関連会社の取締役、監査役又は執行役員 



 
(注) １ 新株予約権の分割行使はできないものとします。(新株予約権１個を最低行使単位とします。) 

２a対象者は、新株予約権の行使時において、当社、当社子会社又は当社関連会社の取締役、監査役又は従業員

等の地位にあることを要します。 

３a上記２にかかわらず、対象者が平成19年８月１日以降に死亡した場合は、対象者の死亡の日より１年以内(た

だし、権利行使期間の末日までとします。)に限り、相続人は新株予約権を権利行使することができます。 

４a上記２にかかわらず、対象者が平成19年８月１日以降







(5) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成17年９月30日現在 

 
(注) １ 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式18,000株(議決権180個)が含

まれております。 

２ 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式35株が含まれております。 

  

② 【自己株式等】 

平成17年９月30日現在 

 
  

(

  



３ 【役員の状況】 



第５ 【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11

年大蔵省令第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

a ただし、前中間連結会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)は、「財務諸表等の用

語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成16年１月30日 内閣府令第５

号)附則第３項のただし書きにより、改正前の中間連結財務諸表規則を適用しております。  

  

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵

省令第38号。以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

a ただし、前中間会計期間(平成16年４月１日から平成







② 【中間連結損益計算書】 

  

 
  

前中間連結会計期間

(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結損益計算書
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

区分
注記 
番号
金額(百万円)

百分比
(％)

金額(百万円)
百分比 
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 280,199 100.0 333,138 100.0 635,710 100.0

Ⅱ 売上原価 203,497 72.6 243,913 73.2 459,797 72.3

売上総利益 76,702 27.4 89,224 26.8 175,912 27.7

Ⅲ 販売費及び一般管理費

１ 給料手当 7,768 8,830 17,243

２ 賞与引当金繰入額 2,565 1,930 2,795

３ 退職給付引当金繰入額 2,453 1,897 4,838





④ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 







 
  

前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

(2) 主要な非連結子会社の名称

TOKYO ELECTRON DEVICE 

(SHANGHAI) LTD.

(連結の範囲から除いた理由)

非連結子会社は小規模であ

り、総資産、売上高、中間純









 
  

前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

⑤製品保証引当金

製品の保証期間中のアフター

サービスに対する費用の支出

に備えるため、過去の支出実

績に基づき将来の支出見込額

を計上しております。

(会計処理の変更)

半導体製造装置及びＦＰＤ製

造装置に係る保証期間中のア

フターサービス費用について

は、従来、支出時の費用とし

て処理しておりましたが、当

中間連結会計期間より、過去

の支出実績を基準にして算出

した見積額を製品保証引当金

として計上することに変更し

ております。この変更は、過

年度のアフターサービスにか

かる費用の実績データが整備

され蓄積されてきたこと、ま

た、顧客満足度と









注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 

     



(中間連結損益計算書関係) 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

※１ 当中間連結会計期間における

税金費用については、簡便法

による税効果会計を適用して

いるため、法人税等調整額は

「法人税、住民税及び事業

税」に含めて表示しておりま

す。

※１      同左  ※１    ―――――

 

※２ 固定資産売却・除却損益の内

訳

売却益

建物及び構築物 0百万円

有形固定資産(その他) 264百万円



  

 
  

(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 

前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

 

※３ 減損損失

 当ウ�?｠

( 自 平







(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 ﾔ!H*e5ｨ4ｾi[�ｪ･ｨﾘ���y9�

(1) 収益の計上基準の変更 

「会計処理の変更」の(収益の計上基準の変更)に記載のとおり、当中間連結会計期間より、当社の収益

の計上基準を、出荷基準から設置完了基準に変更しております。 

この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べ、産業用電子機器事業については、売上高は73,021百

万円、営業利益は19,215百万円減少しております。なお、電子部品事業について与える影響はありませ

ん。 

(2) 製品保証引当金 

間より、過去の支出実績を基準にして算出した見積額を製品保証引当金として計上する方法に変更して

おります。 

この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べ、産業用電子機器事業については、営業利益は669百

万円増加しております。なお、電子部品事業について与える影響はありません。 

４ 事業区分の方法の変更 

当グループは、産業用エレクトロニクス製品の製造販売に従事しており、従来、販売形態から見て単一の

セグメント区分としておりましたが、当中間連結会計期間より、製品・サービスの種類及び販売方法等の類

似性を考慮して、「産業用電子機器」、「電子部品」の区分によるセグメントに変更しております。 

この変更は、産業用電子機器事業の出荷から設置

(百万円)

電子部品

(百万円)

計

(百万円)

消去又は全社

(百万円)

連結

(百万円)





前連結会計年度(自 平成16年４月１日aa至 平成17年３月31日) 





(１株当たり情報) 

  

 







② 【中間損益計算書】 

  

 
  

  

前中間会計期間

(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度の
要約損益計算書
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

区分
注記 
番号
金額(百万円)

百分比
(％)

金額(百万円)
)5ﾃiﾈ幽��ｿ 22,348 9.7 21,360 747 3486747 8<���



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

１ 資産の評価基準及び評価方法

(1) 有価証券

子会社株式及び関連会社株式

総平均法による原価法によ

っております。

その他有価証券

時価のあるもの

中間決算日の市場価格等

に基づく時価法によって

おります。(評価差額は全

部資本直入法により処理

し、売却原価は総平均法

により算定しておりま

す。)

１ 資産の評価基準及び評価方法

(1) 有価証券

子会社株式及び関連会社株式

同左

その他有価証券

時価のあるもの

同左

１ 資産の評価基準及び評価方法

(1) 有価証券

子会社株式及び関連会社株式

同左

その他有価証券

時価のあるもの

決算日の市場価格等に基

づく時価法によっており

ます。(評価差額は全部資

本直入法により処理し、

売却原価は総平均法によ

り算定しております。)

時価のないもの

総平均法による原価法に

よっております。

時価のないもの

同左

時価のないもの

同左

(2) たな卸資産

個別法(ただし、保守用部品及

び貯蔵品については先入先出

法)による原価法を採用してお

ります。

(2) たな卸資産

同左

(2) たな卸資産

同左

(3) デリバティブ

時価法によっております。

(3) デリバティブ

同左

(3) デリバティブ

同左

２ 固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産







 
  

前中間会計期間
(自 平成16年４月１日





会計処理の変更 



注 記 事 項  

( 中 間 貸 借 対 照 表 関 係 )  

  

 
  

前 中 間 会 計 期 間 末

※ １  有 形 固 定 資 産 の 減 価 償 却 累 計

※ ２  �

� ｬ 減 岳 + X + ﾐ 額





 
  









該 当 事 項 は あ り ま せ ん 。  

  







独立監査人の中間監査報告書 

 
  

平成16年12月10日

東京エレクトロン株式会社 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ



独立監査人の中間監査報告書 

 
  

平成17年12月９日

東京エレクトロン株式会社 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  

  




